
認定こども園・幼稚園に移行した場合の変更点

（施設型給付費）



1. 教育部分と保育部分の給付費が支払われるようになります（幼稚園は教育部分のみ）

2. 加算を受けるための要件が変わります（幼稚園向け）

3. 給付費を受けるための要件が変わります

4. 必要職員数が増えます（認定こども園向け）

5. 申請可能な加算の種類が変わります

・主な変更点



1. 教育部分と保育部分の給付費が支払われるようになります

※幼稚園は教育部分のみ

給付費はどのように算出されるか？

• 月々の「児童一人あたりの単価」と「児童数」で給付費が決まる。

（厳密には、保育料収入を除いた分を給付費としてお支払いします。）

• 給付費の金額の大小を決めるのは、「加算」と「児童数」。
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＜給付費・委託費の算出イメージ＞



1. 教育部分と保育部分の給付費が支払われるようになります

※幼稚園は教育部分のみ

• １号、２号、３号それぞれの単価と児童数で算出した公定価格の合計で、給付費が算出される

• 園が保護者から保育料を徴収する必要がある

• 特定の認定区分にのみ適用される加算（減算）がある

例）チーム保育加配加算、休日保育加算、副園長・教頭配置加算

幼稚園・認定こども園に移行すると …
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幼稚園は１号のみ



配置職員数

必要職員数とは？

2.　加算を受けるための要件が変わります

年齢別配置基準

基本配置－ 余剰職員

• 必要職員数とは、最低限確保しなければならない職員数のことです。

• 必要職員数　＝　年齢別配置基準　+　基本配置　（ + 加算担当職員 ）

• 余剰職員数が多いほど、加算を多く受けられます。

　（余剰職員に関係なく受けられる加算も一部あります。）

＝

必要職員数

加算を受けるた
めに必要

加算担当職員



2.　加算を受けるための要件が変わります

　幼稚園の年齢別配置基準

・４歳以上児30人につき１人
・３歳児20人につき１人

年齢別配置基準とは

⇒　施設種別ごとに定められた、年齢別の児童数に応じて配置する必要がある職員数のこと。

保育所の年齢別配置基準

・４歳以上児30人につき１人
・３歳児20人につき１人
・１、２歳児６人につき１人
・乳児３人につき１人

【ポイント】
・児童を多く受け入れるほど、配置すべき職員数が増える
・低年齢児ほど、児童１人増えたときに配置すべき職員数が多いので、低年齢児を受け入れたとき
は、配置職員数が足りているか要チェック

　例）０歳児が１人増える　⇒　およそ 0.3人の職員数確保が必要
　　　４歳以上児が１人増える　⇒　およそ 0.03人の職員数確保が必要



2.　加算を受けるための要件が変わります

基本配置とは

⇒　施設種別ごとに定められた、年齢別配置基準以外に配置する必要がある職員数のこと。

保育所の基本配置

（施設長）１人
（保育士）
　・　利用定員90人以下の施設については１人を加配
　・　保育標準時間認定を受ける子どもを受け入れる施設については１人を加配
　・　上記の定数に加えて非常勤保育士を配置
（事務職員）　非常勤事務職員（所長等の職員が兼務する場合又は業務委託する場合は配置は不要 )
（調理員等）　利用定員 20人以下の施設は１人、 21人以上40人以下の施設は２人（うち１人は非常勤（注））、 41人以上150人以下　　　　　　　
の施設は２人、 151人以上の施設は３人（うち１人は非常勤）
　　　　　　　（注）週５日、１日当たり４時間の配置分の費用を算定

幼稚園の基本配置

（園長）　１人
（幼稚園教諭）　利用定員 36人以上300人以下の施設については１人を加配
（事務職員）　１人及び非常勤事務職員（園長等の職員が兼務する場合又は業務委託する場合は配置は不要 )

【ポイント】
・基本配置上求められる職員数は、在籍児童数に関係なく、配置する必要がある



2.　加算を受けるための要件が変わります

どのような加算があるか

⇒　受けることで単価が増える「加算項目」と、単価が減る「減算項目」の大きく２つあります。

【ポイント】
・加算（減算）の要件は多岐にわたるため、どの加算（減算）が受けられる（受けてしまう）かを事前に
確認する

・必要な配置数を満たしており、余剰がある場合は加算が取得可能
・施設種別ごとに受けられる加算が異なる
・加算（減算）ごとに受ける（受けてしまう）ための要件がある
・上記の項目は月々で適用・非適用を判定するため、 12か月分を申請する必要がある
　⇒　ただし、「処遇改善等加算（区分１～３）」、「３月のみ加算」は年１回の申請で良い



○給付費の支払を受けるため、四半期分ごとに、「給付費の必要書類」と「加算の必要書類」を提出する　　必要
がある

3.　給付費を受けるための要件が変わります

【提出書類】
・給付費：「概算書」と「精算書」
・加算　：「加算（調整）適用申請書」のみ（ただし、一部の加算は「実績報告書」も必要）

（前提）
・札幌市では、給付費を四半期分ごとに支払っている
・各四半期経過前に概算での支給を行い、各四半期経過後に精算を行っている
　例）第１四半期分は４月に支払い、８月に精算する

概算書作成
加算（減算）項目

申請書作成
精算書作成

各四半期の作業イメージ

・概算書は、各四半期の前に作成することから、児童数や加算などの情報は予測値で作成する
・精算書は各四半期経過後に、 実績値で作成
　精算額　＞　概算額　⇒札幌市から改めて差額の追加支給
　精算額　＜　概算額　⇒札幌市に差額を返納

【ポイント】
概算書を作成時点で見込んだ児童数や加算などが、実績と大きく乖離すると、精算時に給付費の
返納額が大きくなるため、児童数や加算の見込みは概算までにできるだけ正確に見込む



４.　必要職員数が増えます（認定こども園向け）

○新たに１号若しくは２・３号の子どもを受け入れる分、移行前より保育教諭の配置
が必要になります

（参考）幼稚園の年齢別配置基準

・４歳以上児30人につき１人
・３歳児20人につき１人

○（幼稚園のみ）乳児、１，２歳児の配置基準が設定されます

年齢別配置基準（公定価格）で求められる職員数が増えます。

認定こども園の年齢別配置基準
※公定価格
　・４歳以上児３０人につき１人
　・３歳児２０人につき１人
　・１，２歳児６人につき１人
　・乳児３人につき１人



○代替保育教諭を１号と２・３号で合計２人を加配する必要があります。

４.　必要職員数が増えます（認定こども園向け）

基本配置で求められる職員数が増えます。

　認定こども園の基本配置

【園長】１人
【保育教諭等】
・２・３号の利用定員９０人以下の施設については１人を加配
・主幹保育教諭等を専任化させるための代替要員を２人加配
・保育標準時間認定を受ける子どもを受け入れる施設については１人を加配
【事務職員】
１人及び非常勤事務職員（園長等の職員が兼務する場合又は業務委託する場合は配置不要）
【調理員等】
利用定員20人以下の施設は１人、 21人以上40人以下の施設は２人（うち１人は非常勤（注））、 41人以上150
人以下の施設は２人、 151人以上の施設は３人（うち１人は非常勤）
（注）週５日、１日当たり４時間の配置分の費用を算定
【学校医・学校歯科医・学校薬剤師】



代替保育教諭とは？

４.　必要職員数が増えます（認定こども園向け）

・認定こども園では、主幹保育教諭を、“主幹業務専任の職員”とする必要がある。
（主幹保育教諭は、クラス担任など、教育・保育の現場を中心とした業務に従事することができない。）

・代替保育教諭は、基本配置で求められる職員。
（必ず加配する必要がある。）

・教育部分の代替保育教諭、保育部分の代替保育教諭の２人を加配する必要がある。

⇒　主幹保育教諭が教育・保育に従事できない分の代わりの保育教諭のこと。

教育・保育の現場

代替
（教育、保育）

＜代替保育教諭のイメージ＞

主幹
（教育、保育）

⑴専任化⑵専任化された主幹の代わりに入る



・認定こども園の必要職員数のイメージ

４.　必要職員数が増えます（認定こども園向け）

４・５歳児　３０：１（２５：１まで加算）
３　歳　児　２０：１（１５：１まで加算）
１・２歳児　　６：１
　１号子どもの満３歳児対応も６：１まで加算
乳　　　児　　３：１　 　



５.　申請可能な加算の種類が変わります

⑴・・・

⑵・・・

⑶・・・

・・・⑵

・・・⑶

認定こども園で新たに受けられる加算は次の黄色塗りつぶしのとおりです。



チーム保育加配加算

　加算を受けるためには…　※

１　必要職員数を充足している

２　副担任等の学級担任以外の保育教諭等を配置する、少人数の学級編成を行う等、
３歳以上子どもに対し、低年齢児を中心として小集団化したグループ教育を実施している

５.　申請可能な加算の種類が変わります

・他の加算と比べて、加算額が大きい

・余剰職員によって加算区分が決まる。余剰職員が多いほど、高い区分が適用される。

・１号と２号の子どもの単価に加算される（３号の子どもの単価には加算されない）

※ここに記載した以外にも細かい要件がありますので、詳細は留意事項通知等を必ずご確認ください。

⇒　３歳以上子どもに対し、低年齢児を中心として小集団化したグループ
　教育を実施する場合に受けられる加算項目。

（特徴）



主幹保育教諭等専任化未実施（１号）　※減算項目

５.　申請可能な加算の種類が変わります

減算を受けないためには…　※

・必要職員数を充足させる
・１号の主幹保育教諭を配置する
・１号の主幹保育教諭の代替職員を加配する
・主幹保育教諭が、地域の子育て支援活動等に取り組んでいる
・認定こども園で次の２つ以上の事業を実施している

　・幼稚園型一時預かり事業（在園児向けの預かり事業）
　・一般型一時預かり事業（非在園児向けの預かり事業）
　・満３歳児に対する教育・保育の提供
　・障害児（軽度障害児を含む。）に対する教育・保育の提供
　・年間を通じた継続的な小学校との連携・接続に係る取組で留意事項通知記載の要件を満たすもの

・減算額が大きい
・１号の子どもの単価が減算される

※ここに記載した以外にも細かい要件がありますので、詳細は留意事項通知等を必ずご確認ください。

⇒　１号の主幹保育教諭が、主幹の業務専任の職員となっていない場合に適用される減算項目。

（特徴）



主幹保育教諭等専任化未実施（２・３号）　※減算項目

５.　申請可能な加算の種類が変わります

減算を受けないためには…　※

・必要職員数を充足させる
・２・３号の主幹保育教諭を配置する
・２・３号の主幹保育教諭の代替職員を加配する
・主幹保育教諭が、地域の子育て支援活動等に取り組んでいる
・認定こども園で次の２つ以上の事業を実施している

　・延長保育事業（在園児向けの預かり事業）
　・一般型一時預かり事業（非在園児向けの預かり事業）
　・病児保育事業
　・乳児が３人以上利用している施設
　・障害児（軽度障害児を含む。）が１人以上利用している施設

（特徴）
・減算額が大きい
・２・３号の子どもの単価が減算される

⇒　２・３号の主幹保育教諭が、主幹の業務専任の職員となっていない場合に適用される減算項目。

※ここに記載した以外にも細かい要件がありますので、詳細は留意事項通知等を必ずご確認ください。



・各種資料

子ども家庭庁 HP：https://www.cfa.go.jp/policies/kokoseido/

・「特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等の実施上の留意事項について」
　　⇒加算（減算）の要件が示されている国の通知です（留意事項通知）。

・公定価格に関するFAQ（よくある質問）（Ver.27）
　　⇒留意事項通知より詳細な加算（減算）要件が示された国の資料です。

加算（調整）適用申請書の試算様式
・  認定こども園及び幼稚園の試算様式を添付しています（資料11-1、資料11-2）。
　   なお、内容に変更がある可能性があります。

https://www.cfa.go.jp/policies/kokoseido/

